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【研究ノート】

商業学および都市・地域社会学における商店街研究の動向
──社会的機能の観点からのレビュー

千葉大学大学院人文公共学府人文科学専攻
今井　隆太

1．目的

　本稿の目的は、商店街に関する先行研究を社会的機能という観点から整理し、
先行研究の課題をレビューすること、その上で、商店街固有の社会的機能の研
究視角を検討することである。さらに言えば、商店街を振興すべきといえる根
拠──商店街に固有の機能──などあるのか、という問いに答える用意にある。
　検討の前提と範囲は次のとおりである。本稿でいう商店街とは、複数の中小
小売商業・サービス業 1の店舗ないし業者が集積した（していた）組織や空間
を指すこととし 2、社会的機能については、経済的機能以外の機能として定義
する。すべての機能が完全に二分できるわけではないが、ミクロ経済学的な市
場での機能 3以外の、商店街からの

4 4 4

何らかの作用・役割を社会的機能 4として
分類する。かなり広範な定義であるが、社会的機能の積極的な内容の検討の前
段階として、幅広い先行研究のレビューを目的としているためである。具体的
には次のような政策文書における機能への言及を想定している。通商産業省産
業政策局・中小企業庁編（1984）『80年代の流通産業ビジョン』では地域密着
型小売業の一つとして「近隣型商店街」の役割が強調されはじめ、「地域商店街

1 経済産業省の「商業統計」、中小企業庁の「商店街実態調査」でも商店街の構成要
素に小売業のほかサービス業を含めている（経済産業統計協会編 2016；中小企業
庁 2016）。
2 政策における商店街の定義については上田（2005）が包括的な比較を行っている。
それによれば商店街の定義には、空間的概念と組織的概念という区別があるが、本稿
ではその両者を含み検討する。
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活性化法」とそれに付随する「商店街活性化事業の促進に関する基本方針」5で
は、「地域コミュニティの担い手」や「地域の人々が交流する『公共の場』」と
しての「社会的機能」という価値をもとに商店街振興の必要性 6が主張されて
いる。
　こうした公共や社会という概念でとらえられる商店街の機能は、どのように
議論されてきたのか。これまで、商店街を対象にした研究はさまざまな分野で
展開されてきたが 7、対象学的に先行研究を包括して検討する試みは見あたら
ない。
　そこで本稿では、レビューの対象を商業学、都市社会学、地域社会学分野の
研究とする。それぞれ日本商業学会、日本都市社会学会、地域社会学会の学会

3 ミクロ経済学での想定とは、「産業が完全競争的であるため」の「必要条件」の一
つである、「どの生産者の生産物であっても皆同じだと消費者が認識していること」、
多くの完全市場がもつ「新規企業の参入や、すでにその産業で操業している企業の退
出が容易」という性質である（Krugman and Wells 2013=2017：449-450）。具体的
には、個々の業者が区別されず、参入退出が容易な、サービス生産を行う機能を想定
する。ただし、企業規模・独占性、情報非対称性に関連する機能は経済的機能の一部
として分類する。たとえば、店舗の規模に関連した商圏の拡大などは、経済的機能に
含め、社会的機能としては捉えない。その他の外部経済的な機能については、社会的
機能として分類する。
4 社会学における機能概念とは一致しないことがある。デュルケムやそれ以降の機能
主義理論では、機能は何らかの要求に応えるものであるという対応関係が想定されて
いる（Durkheim 1893=1971：52；富永 1996）。本稿でいう機能は必ずしも対応関係
を想定せず、より広い意味で用いる。
5 同法は 2009年制定、2015年改正の現行法で、正式名称は「商店街の活性化のため
の地域住民の需要に応じた事業活動の促進に関する法律」である。
　商店街が我が国経済の活力の維持及び強化並びに国民生活の向上にとって重
要な役割を果たしていることにかんがみ、……商店街の活性化を図ることを目的
とする。（「地域商店街活性化法 第 1条」）
　商店街は、元来、中小小売商業者及び中小サービス業者が多数集積しており、
様々な商品やサービスをワンストップで販売・提供する「商いの場」である一方、
地域の人々が数多く集まることから、お祭りやイベントなどに利用され、地域の
人々が交流する「公共の場」としての役割も果たしている。こうした「商いの場」、
「公共の場」を併せ持つ特徴により、商店街は、地域の中小小売商業や中小サー
ビス業を振興するという経済的機能を有するだけでなく、地域住民の生活利便や
消費者の買物の際の利便を向上させ、地域の人々の交流を促進する社会的機能を
も有する存在である。（「商店街活性化事業の促進に関する基本方針」）
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誌（『流通研究』、『日本都市社会学会年報』、『地域社会学年報』）の第 1巻以降
2017年 6月発行までの全ての巻号 8の論文・研究ノート（特集論文や解題に類
する研究を含むが、大会報告・書評の類は除いた）が検討範囲である。具体的
には本文中に「商店街」、「個人商店」、「小規模小売」、「中小小売」、「地域商業」、
「中心市街地」への言及部分がある論文 9を対象とした。検討した研究は 97論
文（『流通研究』の 38論文、『日本都市社会学会年報』の 42論文、『地域社会

6 商店街の社会的機能の必要性が社会的に認められてきたのか、については再考の余
地がある。政策主体が商店街に価値を見出していたのであれば、商店街の衰退が始
まって以降はむしろ大型店への規制強化を行うはずである。しかし最終的には大型小
売店舗への出店規制（大型小売店舗法）は緩和・廃止に至ったのである（大店法の規
制緩和に対する行政からの肯定的な評価については、通商産業政策史編纂委員会・石
原武政編 2011：124-148を参照）。この点について少し詳しく注釈しておきたい。
　政策形成の要因に関して、公共政策学において、「アジェンダの変化は普通、政策
の流れの中ではなく、問題の流れや政治の流れの中で生じた出来事への反応として生
まれる」とされ（Kingdon 2011=2017：232）、問題の流れには、指標の変化や調査
研究が含まれる（Kingdon 2011=2017：120-126）。商店街の機能に対する評価は問
題の流れにあたるが、これらはアジェンダ変化の一要因とされるに過ぎない。アジェ
ンダの設定には「問題」の重要性や合理的な根拠だけでなく、「政治の流れ」──す
なわち世論や政治状況など多くの政治経済的な「引き金」──があると考えられる（倉
阪 2012：39-41）。特に流通政策においては、単純に商店街や中小小売商業の存在意
義が根拠として認められ、その振興のための政策が形成されてきたとは言い切れな
い。大規模小売店舗法と中小小売商業振興法の制定の背景には（1）「高度成長に伴っ
て引き起こされた物価問題への対応」、（2）「大量生産体制の確立」への対応や「外国
資本の参入に備える」ための「流通近代化」、（3）中小小売商の「大型店への反対運
動」と「スーパー」との力関係、（4）「百貨店とスーパー」の力関係、（5）「外国資本
の参入規制」などの主に政治経済的な要因が指摘されている（石原武政・加藤
編 2009：12-13）。商店街に保護的な過去の政策でも、その社会的価値が政策の「問
題」とされていたわけではないことが窺える。この点で現在でも商店街の社会的機能
の必要性については疑う余地がある。
7 近年の新書レベルでも、荒井（2017）、木下（2015）、満園（2015）、新（2012）は、
それぞれ記者・経営者・歴史学者・社会学者の著作であり、各々が理論的背景を共有
しているわけではない。満園（2015）では、本稿でいう商業学の文献が多く参照され、
次に歴史学や都市社会学の文献が多く参照されている。
8 『流通研究』は 1998年に創刊し、2017年 6月現在の最新刊は第 20巻 2号である。
『日本都市社会学会年報』は 1983年に創刊し、現在の最新刊は第 34号である。『地域
社会学会年報』は 1979年に創刊し、現在の最新刊は第 28集である。
9 商店街等の単語は用いられているものの、社会的機能に関連する情報が含まれない
と筆者が判断した研究については本稿では触れていない。
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学会年報』の 17論文）であり、商店街等の用語を用いていない部分も含め、本
稿の枠組みに関連する記述について検討した（本文中では引用していない論文
もある）。
　ただし、論文の電子ファイルのデータベースに基づいた探索は一部しか行っ
ておらず 10、見落としの有無やレビュー対象の適否には限界がある。なお、よ
り包括的な学問分野を扱う日本経営学会や日本社会学会の学会誌にも商店街に
関する研究が掲載されているが、テーマが広範であり、社会的機能に言及する
論文はごく少数であるため、本稿ではレビューの対象外とした。

1.1　各分野の特徴と商店街との関連

　本論に入る前に、各分野の理論的な特徴と商店街との関係について触れてお
かねばならない。各分野がどのような問いをもつ分野なのか、概説書に基づい
て確認しておく。
　第一に挙げた「商業学」は、学会として日本商業学会がある、流通論や商業
論とも呼ばれる分野である。石原武政・池尾・佐藤（2000）は、その最初の問
いとして「流通のなかに商業はなぜ存在するのか、そしてそのなかで、商業は
どのような役割を演ずるのか」（石原武政ほか　2000：22）と述べる。商店街の
役割や機能を考える上で、商業の形態の一つとして商店街があることを考える
と、第一に挙げるべき重要な分野である。
　第二の「都市社会学」は、学会として日本都市社会学会がある、社会学の一
分野である。松本編（2014）によれば、「都市社会学には、大きく分けて 3つ
の問いがある。（1）都市はなにを生みだすか、（2）なにが都市を生みだすか、
（3）都市とはどのような過程であるのか、という 3つである」（松本編　2014：
5）。商店街は都市を構成する要素であるし、商品交換の場と都市の成り立ちは
密接である。また商店街は経済団体ともなる。これらの側面を考えれば、都市

10 J-Stage掲載論文については、前述の用語について全文検索を行ったが、電子ファ
イルの文字データの認識や公開論文が一部にとどまるなどの問題から、網羅的な検索
であるとはいえない。
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社会学の問いと商店街の機能が重なり合う部分は大きい。
　第三の「地域社会学」は、学会としては地域社会学会がある。この分野は、上
記 2分野とは若干位置づけが異なる。日本の地域社会学では、都市と農村に共
通する理論を重視し、「都市化の進展や地域開発政策の展開のなかで、これら従
来の農村社会学や都市社会学が探求してきた事態は舞台の後景に退きつつあっ
たのである。だが、それは意味を失ったわけではない。この変化する事態をふ
まえつつ新たな全体像をつかみとる視点が必要だったのである」（古城　2011：
2）とされる。こうした背景から、地域社会学会の英訳名は Japan Association 

of Region and Community Studiesであり、地域社会を対象とする学としての
側面も読み取れる。地域商店街活性化法で商店街が地域社会と密接なものとし
て捉えられているうえ、商店街の分布が必ずしも大都市には限らないことを考
えれば、地域社会学の視点の中での商店街の議論も重要である。
　もちろん他にも参照すべき分野はまだあるだろうが、商業形態の一つ、都市・
地域社会の要素としての商店街を重視し、上記三学会誌についてレビューする。

2．検討の枠組み

　議論のはじめに、どのような枠組みでレビューを行うかについて述べる。本
稿の枠組みに照らして先行研究の社会的機能への言及を分類し、整理していく
方法をとる。
　本稿でいう社会的機能に関連して、その定義や内容を主題とする先行研究は
見つけられなかったが、都市社会学の分野では都市社会の構造や住民生活の理
解のために商店街の役割を分析する重要性と分析の不足が指摘されている。そ
れによれば、「これまで労働者街におけるパブの役割やゲイ・コミュニティに
おけるゲイバーの役割などについては断片的な指摘がなされてきたが、商店街
振興を目的とした経営学による商圏調査などとは異なる意味で、経済的な諸機
関の住民生活との関係に関する社会学的な調査・研究はほとんど看過されてき
たといってよい」（玉野　2004：261）という。そのため都市社会学においても
「人々にさまざまな生活の機会や用具を提供する商店やサービス業の事務所が、
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どのように空間的に配置されているかによって、当該都市の社会的な構造がど
のように影響されてくるかという研究」（玉野　2004：261）が必要であるとさ
れる 11。先述の通商産業省・中小企業庁編（1984）や地域商店街活性化法にお
ける社会的機能も、「経済的な諸機関」12の「空間的」配置 13としての商店街と
「住民生活」との関係として整理できる。この点もふまえ、住民生活との関係に
も注目する。
　ただし、問いの要素については詳しく掘り下げる必要がある。「経済的な諸機
関」としての商店街の性質は、どのような側面にどのような働きがあるのかを
細分化することができる。まず注目するのは商店街の行為主体（中小小売商業
者やその集団・組織）としての側面である。第一に、その活動の目的について、
商業者や商店街組織は歴史的に、財・サービス販売やそのための集客を直接の
意図とする経済的活動だけでなく、経済を直接意図しない社会的活動をも行う
場合が多かった（玉野　2005；満園　2015：147-160）14。第二に、活動単位につ
いても、個々の商業者と、その集積・組織としての商店街には性質や活動の違
いがあることも指摘されている（石原武政　2006）。
　商店街は主体としてだけでなく、「空間的」配置として捉えることもできる。
空間への着目において、商店街は都心部での「盛り場」や（吉見 1987a）、公

11 玉野（2004）における社会的な構造とは「都市の政治行政的な構造と経済的な構造
を言わば外部要因として、都市という場で人と人とが具体的に取り結んでいる関係の
総体によって構成されるのが都市住民の社会的世界であり、そこにあらわれるひとつ
のまとまりが都市の社会的な構造である」（玉野 2004：262）と説明される。玉野は、
社会学の研究としては、この社会的世界や社会的な構造が、他の構造を規定し返す側
面（政治行政のパフォーマンスを左右するなど）を重視している。
12 本稿では機関という用語を一般的な意味で解釈しているため、都市・地域社会学に
おける機関概念（玉野 2008：49）に限定していない。社会学的な機関概念について
の検討は今後の課題としたい。
13 玉野のいう空間的配置とは、「地理的な空間のうえにどのような人工物が配置され
ているか」を指している（玉野 2004：264）。
14 満園（2015）は集客を一義的な目的とする組織的活動を「商店街活動」、これと直
接には関連しない活動を「コミュニティ活動」としている（具体的には、「町内会や
祭礼、政治活動といった分野」である）。本稿では活動の意図により分類することを
明確にするため、前者を経済的活動、後者を社会的活動と呼んでいる。
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共性の背景となる「公共空間」とされる（篠原　2007；Zukin et al.,　2016）。郊
外に関する議論では、郊外の大型店と中心商店街が対比され、商店街での純粋
な消費を越えた相互行為、空間としての機能が示唆される（三浦展　2004；若林　
2007）15。本稿でも、空間論的な議論における空間を指すこととし、単なる地
理的・人工的な場だけでなく、人々を「位置づけ」たり、人々に「意味づけら
れる」場（吉見　1992：134）を含むこととする。
　「住民生活」についても、住民の範囲が論点になり、消費者（顧客）と周辺居
住者 16との重なり合いや、商店街の周辺地域以外から来る消費者・来街者との
関係が問題になる（石原武政 2000：200-201）。住民を広く解釈すれば、商業者
自身も含まれるのであり、中小小売商店の経営と家族規範や従業意識との関係
も問題になる（石井　1996）。本稿でも住民を来街者や商業者を含んで広く解釈
する。
　以上で敷衍した論点から、商店街の社会的機能についての研究を、行為主体・
空間としての商店街・中小小売商業のどのような側面が、何を、どのような原理
でもたらすか、（言及がある場合には）住民生活とはどのように関係するのか、
という枠組みで検討する。本稿でいう商店街は各々の中小小売商、空間的に集
積した商店やその組織体を指しているため、商店街についての研究はほとんど
がこの枠組みの中で整理できる。具体的には経済的活動、社会的活動、空間的配
置についての言及ごとに分けて検討し、あわせて、機能の原理、対象の商店街
の地理的な位置、研究方法についても言及がある場合に検討対象とする（図 1）。
　次項以降で示すが、近年ではとくに『流通研究』17においても商店街の社会
的機能に関連する議論が盛んで、横断的に検討する余地がある。こうした枠組
みから商業学・都市社会学・地域社会学における研究を検討し、到達点と限界
を整理した上で、商店街に固有な社会的機能に対する研究視角を考察する。

15 ただし商店街の機能に対して肯定的な議論のみではない（若林 2007：195-199）。
16 本稿では、商業者・消費者・周辺居住者・来街者を含めて住民と呼ぶ。具体的な売
買の場面を想定する場合の買い手には顧客を、抽象的な用法の場合には消費者を用い
るが、厳密な分析概念として用いているわけではない。
17 玉野（2004）のいう経営学は、細かくは商業学や流通論に相当すると思われる。
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3．機能への言及

　本稿では前述のように玉野（2004）の枠組みをいくつかの先行研究から敷衍
し、商店街の社会的機能に絞ってレビューを行う。三学会誌における研究での
機能に関する知見をまとめたあと、研究視角を検討し、今後の研究課題につい
て整理する。

3-1　経済的活動による機能

　まず商店街の経済的活動の機能について、商業者－顧客レベルでは、事例研
究や理論的仮説から、買い物場面で商業者や顧客の交流を生む機能が指摘され
る（坂田　2001：7；横山 2006a：41；2006b：1；山口　2014b：10 18）。大阪市の
商店街の事例では、その顧客との「なじみの関係」は商売上での匿名性のある
「カテゴリー的関係」でもあり、それが「コミュニティ規範」にも影響すると指
摘される（八木　2012：79、88）。顧客が他の商業者である場合もあり、店番な
ど相互扶助に発展するという事例もある（坂田　2001：7）。
　地域全体レベルでも、中小小売商業者は生産消費の細部での架橋（小宮
2007：68）、商店街での経済的交換は社会構造の維持に対して機能するとされ
（金子勇　2002：18）、組織的な経済的活動（例えば集客イベントやセールなど）
は地域のイメージ向上・活性化・賑わいに対して機能するとも指摘される（横
山　2006a：41）。賑わいそれ自体が公共性をもつのではないか、という問題提
起もある（上田　2007：31）19。
　経営者－従業者のレベルでは、事例研究から、中小小売商店では経営に家族

18 山口（2014a）は、流通業者に期待される「新しい役割」について先行研究の指摘
を整理している。山口（2014b）はその整理に基づいた役割（機能）への言及である。

機能の原理
→
機能の主体
経済的・社会的活動・空間的配置

→
機能の客体
特に住民生活との関係

研究対象と方法

図 1　商店街の社会的機能の整理枠組み

（出典）筆者作成
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を巻き込むことが多く、子供を含めた家族と商業とが密接になる機能が指摘さ
れる（坂田　2001）。家業としての経営が事業継承につながるという神戸市内商
店の量的研究（柳　2007：70）、台湾商店街の事例研究（簡・石井　2008：66）も
なされている。他方で忘れてはならないのは、既存統計では日本の個人商店の
経営は、夫が経営者、妻が従業者という分業が中心であることや（簡　2001）、
台湾の事例ではあるが、夫婦間ジェンダー規範の強化に対しての機能が指摘さ
れていることである（簡　2005：17）。さらに、台湾における質問紙調査や先行
研究のレビューから、個人商店やチェーン店の経営は長時間労働を生む機能を
もつことも示唆されている（簡　2012：2）。

3-2　社会的活動による機能

　商店街は経済的活動以外にも、社会的活動を多く行っている。直接の商売か
ら離れた活動のうち、地域と関わる機能として、町内会運営や祭りなどの様々
な活動によって地域文化や地域社会を担う（金子剛　1996：218；矢部　2000：
51）、活性化・まちづくり活動やイベント活動によって地域イメージの醸成を
担う（石原紀彦　2005：154；倉持　2005：171；小宮　2007：140；伊藤 2017：
99）、地域住民や複数の地域集団を結び付ける（岡・初沢 2001：177；山口　
2014b：21；松山　2016：97；伊藤　2017：96-97）という機能への言及がある 20。
商業者が居住者としての日常の地域活動を担い、地域内の関係を維持する機能
も指摘される（横山　2006a：41）。他方で、商店街組織・商業者による政治的
な活動の社会的機能への言及もある（加藤　2014：95）21。加藤（2014）はその
政治力の帰結として、政策上、商店街の狭義の「社会的機能」が強調されるに
至ったという構築的な見方にも言及する 22。
　これらの社会的活動の性質は、商店街が位置する都市や地域によって異なる

19 ここで挙げた以外にも、エスニック・レストランのネットワークの結節点としての
機能への指摘があった。渡戸（1998）はグローバル化と旧来の地域社会の関係につい
て論じる中で、白岩（1997）の「ある中国系のレストランの参与観察」を引用してそ
の機能を指摘し、藤原（2003）も岐阜県大垣市の事例で同様の機能を指摘する。これ
らは商店街・中小小売としての言及ではなく、脚注での指摘にとどめる。

公共研究第14巻_校了.indb   330 2018/03/27   10:16:01



331

千葉大学　公共研究　第 14 巻第１号（2018 年３月）

が、その違いも経済目的外の活動を担う動機や原理によって理解することがで
きるだろう。その鍵は長期的に商売を行うことであり、特定地域への定着とさ
れる 23。地域への定着の内実として、職住一致による地域への関与の増加も指

20 ただし、金子剛（1996）、岡・初沢（2001）はそれぞれ埼玉県吉川町、福島県須賀
川市での地域の祭りを主題とする事例研究での言及であり、商店街は主催団体の一つ
である。松山（2016）は、千葉県柏市の中心市街地活性化の若者団体の活動事例であ
り、既存商店街組織との関係は述べられていない。活動の背景には衰退する中心市街
地に対する地元商工会議所というアクターの働きかけがある。
　伊藤（2017）は商店街組織の「コミュニティ形成機能」を主題にした千葉市稲毛区
での参与観察による事例研究である。その「コミュニティ形成機能」について、伊藤
は中小企業庁編（2006）、（2009）の商店街事例集を指して、「『まちづくり』や『地域
コミュニティの担い手』として商店街の活動を積極的に評価する視点がある」として
いるが、その内容についての言及はない。これは、コミュニティ形成機能の存在を前
提として、その創出の条件の解明を問題としているためであろう。
21 「中小小売業者の保護を目的とした大店法が廃止されたことは、政治的圧力団体と
して商業者やその家族がもつ影響力＝政治力が低下したことが一因と考えられる」
（加藤 2014：95）。

22 この点は社会的機能への指摘を検討する際にも重要な示唆をもたらすが、機能内容
の再検討については別稿の課題とする。
23 横山（2006b）は神戸市内の「商店街・小売市場・商業集積」内の小売商を対象に
した質問紙調査から、多変量解析を通し、顧客との親密な関係に対する影響要因を明
らかにした。それによれば、「地域小売商業における小売商と顧客の関係は、店と住
居との距離、地元志向が影響を与えていることが明らかにな」り（横山 2006b：11）、
その含意は「小売商が顧客と親しく接するのは、単に接する機会の多さからそうなる
のではなく、小売商の社会的立場の多様性や地元で商売を続ける意欲が影響を与えて
いること」である（横山 2006b：12）。どこまで一般化できるのか、という問題は残
るが、原理としては地域の文脈にとらわれたものではない。そして横山は経済的目的
に限らず、「小売商がコミュニティと向き合うことになる理由」の商売面での論理に
ついても以下のように説明する。
　まず、小売商は近隣住民を主な顧客とすることから、当該地域に対して商売上
のコミットメントをもっている。その上、小売商は同じ地域で商売を続けること
が多いことから、そのコミットメントは、長期的視点に基づくことになる。この
場合、当該地域での活動のうちのどの活動が自らの商売に関連するのかを具体的
に想定することが難しくなるため、小売商は、直接的には商売に関わらないよう
な活動についてもコミットする可能性がある。それに加えて、小売商が当該地域
の住民である場合は、自らも地域の構成者であるため、顧客や近隣の店舗同士で
なんらかの関係をもつ機会が多くなるため、地域に対してコミットメントをもつ
可能性がある。このような地域に対する小売商のコミットメントは、具体的には、
地域の活動に対する積極的な参加や、近隣住民である顧客に対して親密な関係を
構築・維持する活動として現れると思われる。（横山 2006b：1）
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摘されるが（角谷　2016：68）、職住一致と近隣居住との影響の差異は商人家族
内に限られているとする実証研究もあり（横山　2008：26）、更なる議論の余地
がある。長期的な商売という点では、チェーン加盟店と個人店との違いとして、
他の商店との取引関係の有無（横山　2006a：53）、外部従業員への依存（簡　
2012：12）、特に大都市では従業員の流動性の高低を通しても活動や社会関係
の性質が左右され得る（八木　2012：89）。これらの要因が地域による違いを少
なからず説明すると考えられる。さらに、社会的活動を担う動機にも制約が指
摘される。宮崎県都城市の事例では、商店街組織が地域のイベントを開催し、そ
の動機は「経済的志向性」であったが、イベントの「社会的志向性」が強まる
につれて商店街が運営から離脱していったという（竹元　2008：92）。公共政策
を考える上で、商店街の経済的志向による活動と社会的志向による活動の公共
性をどう判断するのかという問題提起もなされている（上田 2007：31）。

3-3　空間的特徴による機能

　このように、中小小売商業は特定の「空間的配置」で長期的に商売を営むこ
とで、その経済的活動や社会的活動が地域との接点を持つとされている。以下
ではその空間に重点を置いた機能についての言及をまとめる。地域の構造レベ
ルでは、とくに地方都市の中心商店街という空間において、滋賀県長浜市では
既存商業者が土地利用を独占するという機能をもっていた事例（矢部　2000：
60）がある一方、香川県丸亀の事例では、商業者にとって中心商店街は、職住
近接でかつ店を開くことが目標となる空間になり得るともされる（矢部　
2010：75）。さらに、中心商店街は地方都市の「骨格」「魅力」としてもしばし
ば言及される（田中重好　1995：183；丸山　2004：38）。この点に関連して、中
心市街地・商店街との対比を念頭に、郊外・大型店はインフラ維持や自然への
コストが大きいことを指摘する議論もある（原田　2007：82；石原武政　2007：
77；宇野　2007：126）。
　住民生活レベルでは、空間は（1）住民生活の物的な基盤として、（2）住民
の主観や共同性の物質的な基盤として機能することがある 24。（1）としての商
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店街の機能には、中心・近隣商店街による生活資源・利便性・地域の住みやす
さに対する機能への指摘（石原紀彦　2005：144；宇野　2007：128；上田　2007：
18）があるほか 25、かつて子供が遊び場としていたという大都市（大阪市）の
事例（八木　2012：88）がある。商店街等を主題としていない研究においても、
商店の活気と治安維持（藤原　2003：158）、商店街による街路の管理強化との
関係がわずかに言及される（田中研之輔　2004：155）26。特に地方都市について
は、高齢者の利便向上・居場所・買い物難民対策としての機能への言及が多く
（山本　1997：76；田中重好　2011：7；浅川ほか　2016：103）、若者の居場所とし
ての機能への言及（小谷　2004：20）もある。
　（2）の共同性との関連では、地域比較のレベルでは、アメリカにおいて、
「ウォルマートのような大型店が占める割合の高い地域においては、中小小売
業中心の地域に比べて、住民の政治参加（例えば投票率）、地域でのボランティ
ア活動への参加等、いわゆる社会関係資本（Social Capital）が低下し、それに
よりその地域の経済成長が悪化するという実証研究結果も報告されている」と
いう（原田　2007：83）27。日本でも郊外との比較を通した理論的な仮説として、
中心商店街の非均質性・記憶・共同性への機能の指摘（三隅 2001：7；若林　
2009：11-13）がある 28。

24 「空間は都市システムの側からの管理・再編・整備の物的な対象であると同時に、
社会的世界においては人々の生活の物的な基盤として存在するのみならず、人々が都
市システムへと働きかけていく際の共同性を形成する物質的な基盤としても機能し
ているのである……しかも、空間の生きられ方によって共同性の存立基盤が異なって
くるとすれば、その生きられ方に応じて社会的連帯の可能性もおのずと異なってくる
はずである」（玉野 1996：85）。
25 経済的活動による機能とも分類できるが、商店が局地的に定着していることによる
影響を重視し、空間的配置による機能として分類した。
26 繁華街での商店街組織による異文化の調停・秩序維持について、武岡（2011）が新
宿歌舞伎町の事例研究を行っている。ただし繁華街の下位文化集団としての商店街組
織への着目であり、商店街の機能への言及としては分類せず、脚注における指摘にと
どめた。
27 原田が指す実証研究とは Goetz and Rupasingha （2006）である。これは従属変数
に社会関係資本に関する指標をとって線形回帰分析を行う量的研究である（Goetz 
and Rupasingha 2006：137）。
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　個々の事例レベルでも、北海道江別市でのまちづくり活動事例の中で、商店
街などの場所と結びついた「生命史」や「記憶」と地域への所属・関与との関
係が示唆され（中澤・大國　2005：139）、東京下北沢や二子玉川では質的調査
によって、細い路地固有の空間性と中小小売商がもつ文化的な価値（三浦倫平　
2010：131）、老朽化した商店街付近での地域に根差した暮らしの価値（任　
2014：81）への指摘がみられる。より広い文脈では、福島県須賀川市における、
地域集団などの社会的活動 29に対する住民の反応の量的調査 30がある。住民の
反応は、その居住地（中心市街地・ニュータウン）によって異なり、居住地域
が中心市街地に近いことや居住歴の長さが、お祭りへの参加率を上昇させてい
るという（岡・初沢　2001：185）。これは、商店街などの地域集団による社会
的活動の空間的配置の機能を、住民の目線から

4 4 4 4 4 4 4

示唆する研究といえる。他方で、
大都市や伝統的な都市では、私たちが商店街に思い入れをもつというより、む
しろ商店街が盛り場として演劇の舞台のように、私たちに働きかけてくるとい
う機能も指摘されている（吉見　1987b:103）。
　以上に挙げた空間による共同性への機能の原理としては、社会的活動や社会
関係が特定の空間に累積すること（金子剛　1996：218）が指摘され、住民の居
住地から見れば、中心市街地では、中心商店街や付近の地域集団が祭事を行う
ことが前提となり「会場への地理的な近接性と昔の姿を知っているか」という
変数を通して地域イベントへの関与に差が出ているという示唆がある 31。理論
的には日本の商店街が地域コミュニティの中心的役割果たしてきたことから、
現象学的地理学でいう「意味を内包する場所」（崔・柳　2014：41）32であり、「交
換価値には解消しきれない社会的な思い入れ」の対象である「表象する空間」
だとする議論もある（玉野　1996：85）33。

28 三隅の言及は小田（1997）の議論を踏まえたものである。若林（2009）は郊外・
ニュータウンにも一定の共通の経験が蓄積していることを指摘しており、相対的な視
点から検討している。
29 福島県須賀川市における「松明あかし」という祭事を指す。
30 「市内の中心市街地と新興住宅地の 2か所で無作為に 200世帯を抽出」した調査で
あるが、単純集計による考察である（岡・初沢 2001：180）。
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　ただし特に近年では、東京の都心周辺や下町とされる地域でも商店街がすで
に衰退してしまった地域がある。こうした衰退地域 34についての研究も進んで
おり、質的調査を通し、その空間的な特徴に文化的な価値が見出されたり（金　
2012）35、家賃の下落（三田　2006、2013；下村　2011）、大資本ファッションブ
ランドとの近接性（三田　2013）を通して、文化生産の新たな担い手を引き寄
せたりする機能をもちうることが指摘される（三田　2006、2013；下村　2011）。
衰退した東京の商店街付近の空間が、「消費下位文化主導型地域発展」（三田　
2006）、独立・起業という「吟味すべき職業達成のモデル」の提供（下村　2011）、
アートによる街の活性化や「文化生産」（金　2012；三田　2013）の基盤として、

31 「会場への地理的な近接性と昔の姿を知っているかどうかにより、2地域の市民意識
や参加率には大きな差が見られる。これは、松明あかしへの参加が団体に限定される
傾向が強い上に、参加団体の所在地が中心市街地に偏っているためで、松明あかしが
『須賀川市全市民の祭り』になっていないことを示している。また、松明あかしへの
参加が団体中心のものになったことは、松明あかしを住民から切り離すことにもつな
がった。古くから松明あかしが行われてきた中心市街地においては、まだ参加意識が
強いものの、両地域ともに、『松明あかしは市が主催し各種の参加団体によって行わ
れる祭りである』との意識が市民の間に強いものになっている。中心市街地の一部の
住民を除けば、市民と観光客との差は、すでに明確ではなくなっている」（岡・初
沢 2001：185）。
32 前者は広井（2009）、後者は Tuan（1977）を引用して言及している。
33 玉野（1996）の議論はH.ルフェーブルの空間論（Lefebvre 1974）を踏まえたもの
であるが、具体的には商店街と共同性の関係について生活史の聞き取り調査から次の
ように指摘している。
　自営の商店主は自らがその建設と復興にたずさわってきた地元商店街にたい
して、商売人としての市民社会的な自律的空間イメージを抱いていた。これにた
いして女性の運動に違和感をかくさなかった元職業軍人の自営工場主が示す空
間イメージは、自らの声望と業績を上げるために利用可能な行政的手段や政治的
資源が存在している「場」以上のものではなかったのである。（玉野 1996：84-
85）

34 三田（2006）は東京渋谷・原宿・青山の「裏路地」、下村（2011）は杉並区・高円
寺の「古着店集積」地域、金（2012）は墨田区・向島の「木造密集市街地」、三田
（2013）は渋谷区神宮前の「細街路」を対象としている。

35 向島地区においてアートのまちづくり（商店街におけるイベントなど）が継続し、
アーティストが地域に流入してきた要因の一つとして「風景がますます均質化してい
く東京の中で個性的なボヘミアを求める若手アーティスト」を指摘している
（金 2012：49-50）。ほかにも「都市政策・企業メセナ」や既存住民のまちづくり活動
との利害一致も要因とされている。
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一種の機能を果たしたといえる。ただし、そうした新たな担い手の若者たちは、
利益よりも純粋な生産を志向するため、低所得問題が発生しているとも指摘さ
れる（三田　2013：75）。こうした動きの住民生活に対する影響の言及もある。三
田（2006）は、新たな文化の消費者を含む新住民たちのネットワーク形成を指
摘し（三田　2006：141）、金（2012）は新住民への言及と同時に、既存住民の
反応について聞き取りを行っている 36。
　以上が三学会誌における機能への言及を、本稿の枠組みから整理したもので
ある。商業者・商店街組織の活動については、商業者や活動自体の性質が着目
され、『流通研究』を中心に住民の交流や地域の活気に対する機能、家族従業促
進への機能に言及がある。商業者に対するインタビューによる質的な事例研究
や理論的仮説としての議論が中心であるが、商業者に対する量的調査・国際比
較による研究も見られる。社会的活動についても、活動事例が豊富に指摘され、
地域のイメージ形成や地域文化の担い手としての機能への言及が多い。各誌に
おいて商業者や活動の担い手に対するインタビューや参与観察による質的な事
例研究が行われている。商業者が活動を行う動機・原理に対する議論も蓄積さ
れている。空間的配置についての言及は、幅広い論点を含んでいるが、商業者
や活動の担い手へのインタビューを中心とした質的な事例研究における言及、
理論的仮説としての議論が中心である。

4．三学会誌における商店街研究の課題

　前項で整理した三学会誌における知見を、商店街固有の社会的機能の研究と
いう観点から再検討し、その課題についての議論を行う。結論から言えば、先

36 旧住民と、アートプロジェクト・若手アーティスト・新住民との関係についての聞
き取りである。町内会や商店街組合は人口流出や自営業の閉店の中で、「アートはほ
かの選択肢が少ない分、少なくとも実行してみる価値はある代案」とされ、「なじみ
のない現代アートがまちづくりとリンクするものとして受け入れられてきた」
（金 2012：50）。その一方で、「アートによって生まれ変わった空間は、いくらそれら
が地域との調和を強調していても、旧住民の多くにとっては近づきにくい非日常の空
間に映る」（金 2012：53）という。
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行研究には（1）機能の固有性・程度の議論の不足、（2）機能の客体となる人々
への着目の不足、（3）理論的背景からの制約という三つの課題がある。

4-1　社会的機能の固有性や程度

　以下はあくまでも商店街の研究という観点からの検討であるが、課題の第一
に、先行研究全体を通して、機能の固有性や程度に対する問題意識が見られな
いことが挙げられる。商店街の活動の性質に関する着目のみでは、商店街に限
られた機能なのか、それとも他の機関にも同程度の機能があるのか、固有性や
機能の程度についての判断ができないという限界がある。中小小売商店が、住
民の交流の場を提供するとして、それは中小小売商店に限られたものなのか。
商店街が社会的活動を担って地域社会を支えているとしても、「公共的性格は
もはや商店街の専売特許ではなくなっている

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ことは留意されるべきである」
（加藤　2014：94、強調は引用者）という指摘がある以上、どれだけ機能を指摘
しようとも、その固有性や相対的な程度を議論しない限り、商店街に着目する
社会的な意味を十分に説明するものではない。その固有性という点を議論せず
に商店街の活性化等を主題とする研究がほとんどであった（矢部　2000；石原
紀彦　2005；倉持　2005；小宮　2007；八木　2012；山口　2014b；角谷　2016；伊
藤　2017）。
　この限界については、先行研究の中に解決の糸口がある。（1）商業者の行動
の原因に対する質問紙の多変量解析（横山　2006b）、（2）加盟店と個人店の対
比（簡　2012）、（3）他文化との比較研究（柳・横山　2009）、（4）郊外・ニュー
タウンと中心市街地の対比（三隅　2001；岡・初沢　2001；若林　2009）、（5）郊
外大型店立地への批判（原田　2007；宇野　2007）が重要である。これらの研究
は、商店街の機能の原理とは何か、他と比べて何が違うのか、という議論への
示唆を含んでおり、商店街の機能の固有性、程度を問題とするには有効な視点
である。
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4-2　社会的機能と住民との関係

　第二の課題は、これが本稿で最も重要な点だが、商店街と関係する住民（顧
客・周辺居住者・来街者）に対する調査研究が不足していることである。本稿
で検討してきた社会的機能は、住民生活と関わる機能が中心的であったが、そ
の研究対象は商業者側に限られていた。これは研究視点の問題としても方法論
の問題としても指摘できる。商店街内部の商業者・活動内部の担い手に対する
調査によって機能を示唆し、または理論的・仮説的に言及する場合がほとんど
であった。そのため人々や社会という機能の客体側への実際の影響についての
実証研究は行われていない。確かに商業者・組織がどのような活動を行い、ま
た既存商業者や新規参入者が住民、周辺地域空間とどのように関わっているの
かについての質的・量的な実証研究は蓄積されているし、住民に対する機能は
多く指摘されている。商店街の経済的活動や空間的配置を通して、生活資源と
なり、交流の場や居場所を作り、社会的な活動を通して、地域社会を維持し、商
店街という空間が住民に地域の記憶や共同性をもたらすといった機能が指摘さ
れている。商店街付近の空間に新しい価値を見出すという事例研究も少なくな
い。しかし、こうした機能の住民に対する影響・住民による反応の調査は十分
だっただろうか。
　実際、検討範囲の限りでは、金（2012）を除き、商店街またはその周辺の活
動の担い手側ではない

4 4 4 4 4 4 4 4

、受け手側
4 4 4 4

の住民に対する調査は行われていないし、金
（2012）でも住民一般

4 4 4 4

に対する量的調査という手法は用いられていない 37。住
民との関係を、住民の側から捉える研究は十分でなく、商店街のどんな性質が、
誰に対して機能しているのか、本当に機能しているといえるのか

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、という視点
は欠けている。住民生活にかかわる影響──広く言えば人間や社会が受ける影
響──についての実証は進んでいないといえる。そのため、一般に商店街が住
民に対して社会的に機能していると主張するには証拠が足りないだろう。商業
者に対する調査だけでなく、住民（特に消費者や周辺居住者）に対する調査を

37 岡・初沢（2001）は、住民に対する量的な調査から、居住地とお祭りへの関与の関
係について議論しているが、居住地と商店街との関係については触れていない。
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行わなければ、商店街の機能の理解は一面的なものにとどまる。
　さらに、政策論や経営論として商店街の活性化を最終的な目的とすれば、そ
の商店街が潜在的な顧客にとってどのように受け止められるのか、マーケティ
ング的な発想で考えることは欠かせない 38。商業学の立場からも検討の余地が
あるだろう。
　これを空間的に見れば、商店街の付近という狭い空間にのみ着目するのでは
なく、着目する空間を拡大することを意味し、森岡清志の指摘とも重なる。森
岡（2000）39は、今後の商店街研究の方針として、「地方都市再生に結びつきう
る研究の新しい視点」を提案するが、商店街については「商店街に隣接するよ
り広い空間に着目する必要、そしてこの空間への人口の定着をはかる必要」が
あるという（森岡　2000：2）。
　消費者・住民や「商店街に隣接するより広い空間」への着目の欠如は、商店
街研究の重要な課題である。この点で、検討範囲において、本稿の枠組みの前
提とした玉野（2004）の「看過」への指摘 40が、商業学分野における研究も含
めて依然として当てはまるといえよう。商店街の機能を相対的に理解するため
にも、商店街の活性化に向けた議論を行うためにも、質的調査と量的調査を適
切に組み合わせ、調査対象となる主体や空間を広げてゆく必要がある。郊外と
中心商店街の対比を行う若林（2009）、住民の側にも着目する岡・初沢（2001）、
原田（2007）、金（2012）のような視点を生かし、これからの研究を進めるべ
きと考える。

38 本稿の検討範囲を離れれば、満園（2015）には商店街の受け止められ方に関する言
及があり、史料を用いた歴史的な検討を行っている。
39 特集解題としての短い言及であり、機能に対する言及が見られなかったため、前節
まででは引用していない。
40 「商店街振興を目的とした経営学による商圏調査などとは異なる意味で、経済的な
諸機関の住民生活との関係に関する社会学的な調査・研究はほとんど看過されてき
たといってよい」（玉野 2004：261）。
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4-3　理論的背景

　先述の課題とも重なる部分があるが、第三の課題は、各分野の理論的背景か
ら社会的機能への言及が限定されていたことである。
（1）『流通研究』での議論における理論的背景
　まず、『流通研究』における研究では、議論の対象を絞る理論的な立場が見ら
れる。山口（2014b）では、まちづくり政策に対する流通政策論独自の視角と
して「いくら学際化が進んでも、都市や地域社会のあり方それ自体を論じるこ
とが目的にはならない。ただし、まちづくり政策がどのような形で生産と消費
の懸隔の架橋のあり方に関わるのかを、流通政策論の射程内で論じることはで
きるはずである」（山口　2014b：8）と述べ、他分野との視角の違いを強調する。
小宮（2010）も、「商業集積やそのマーケティングに関わる議論」には「中心
市街地」、「まちづくり」、「地域」、「都市」、など「それらを包摂する議論が存在
するが、本稿では商業集積に関わる限りで中心市街地の議論を取り上げ、他の
議論は参照しない。これは商業集積の経済的側面に議論を集中するためである。
本稿が取り上げない『まちづくり』等の議論には、地域コミュニティの維持や
住みやすさなど、捉える問題に社会的側面が含まれる。しかし商業集積に関し
て言えば、商業集積の基礎として経済的活動があり、社会的側面の議論は経済
的側面の議論が整理された後に考察する必要があると考えている。このことか
ら商業集積の組織を考察するうえでも、営利活動に関わる組織に対象を限定し
ている」（小宮　2010：44）としている。こうした指摘がある以上、『流通研究』
において商店街の社会的機能に着目した議論に対しては一定の限定がつく場合
があるのも正当なことではある。
　たしかに内在的な批判はある。柳・横山（2009）は、「地域の小売商業者は、
古くから議論の対象となってはいるものの、商業論あるいは流通研究において
は、基本的にほとんどが経済的な側面から議論されてきた」（柳・横山　2009：
37）と指摘し、商業学（論）から内在的な批判を行う 41。しかし、その立場は
あくまでも商業者の理解を目的としたもので、山口や小宮の立場ともその意味
では一貫している。着目する活動を経済的活動から社会的活動に広げること、
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商業者の家族従業に対しても着目することにはつながっても、商店街の機能の
客体や帰結──顧客・居住者や地域・都市──への着目にはつながらない。
　実際に、『流通研究』における研究では、社会的機能の指摘や分類は多くなさ
れているものの、経済的活動や社会的活動の性質や原理への言及（横山 2006a；
小宮　2007；柳・横山　2009；角谷　2016）が多く、他には流通政策における地
域商業の検討の中での言及（上田　2007；加藤　2014；崔・柳　2014；山口　
2014b）、商店経営と商業者・その家族との関係への言及（坂田　2001；簡　
2002、2005、2012；横山　2008；簡・石井　2008）という文脈が主であった。郊
外・大型店への批判の文脈（宇野　2007；石原武政　2007；原田　2007）では、大
型店立地の帰結を問題としているが、商店街・中小小売商自体の帰結について
の言及は少ない。この点について横山（2006b）も、先行研究では「小売商と
顧客の親密な関係について、必ずしも十分な検討が行われてきたわけではな
い」（横山　2006b：1）と指摘しているし、横山自身も顧客の側への調査は行っ
ていない。やはり、一貫しているのは対象を商業者に絞った研究ということで、
商業が何に対して機能するのか、という帰結への着目は薄いといえる。
（2）『日本都市社会学年報』、『地域社会学年報』での議論における理論的背景
　それでは、『流通研究』では展開されにくかった都市・地域のあり方などにも
かかわる「社会的側面」について、『日本都市社会学年報』、『地域社会学年報』
で十分に研究されてきたのか。検討範囲の研究を見る限り、必ずしもそうとは
言えない。
　本稿でとりあげてきた二誌における商店街への言及のうち、商店街を直接主
題とする研究は、矢部（2000）、石原紀彦（2005）、倉持（2005）、武岡（2011）、

41 「……しかしながら、とくに地域に密着して商売を行う小売商業者については、上
記の前提〔引用者注：経済的な側面からの議論〕で捉えきれない側面がいくつか存在
していると思われる。たとえば、地域の中小小売商業者による『まちづくり』活動や、
経済的な合理性だけでは説明できない商店経営者の『家業あるいはその継承への思
い』などがそれである。商業論（あるいは流通研究）は商業を理解するための論であ
るとするならば、大規模小売商業者のような大手の商業者（あるいは大手流通業）だ
けではなく、中小規模の商業者もしっかりと議論する必要があると思われる」（柳・横
山 2009：38）。
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八木（2012）、伊藤（2017）であり、いずれも特定の商業者組織・集団やまち
づくり団体を中心にした調査である。コミュニティ形成過程を主題にする伊藤
（2017）、秩序問題を主題にする武岡（2011）を除けば、いずれも活性化の条件
を探る目的をもつ。伊藤（2017）は商店街に対するアプローチとして、地域集
団としての対象化を強調する。伊藤は、「商店街組合に関する地域社会学のアプ
ローチとして、それを町会・自治会等とともに地域集団の一つに位置づけるも
のがある」とし、主体レベル・集団レベル・構造レベルから「地域集団研究に
おいて周辺的におかれてきた商店街組合へのアプローチの展開に寄与したい」
とする（伊藤　2017：89-90）42。しかし、少なくとも商店街への研究視角とい
う意味では、地域集団に限らず、集団として対象化することに限界がある。
　商店街の組織・集団を対象に研究する場合、既存 43の組織・集団の存在が前
提となり、それは何らかの利害関係をもつ人々である。したがって、商店街の

42 伊藤（2017）は「これまでの地域集団論や祭りに関する地域社会学的研究では、商
店街組合そのものを中心に扱った研究は管見の限り見あたらない」（伊藤 2017：89）
としている。地域社会学における地域集団研究の背景には、都市社会構造論や「構造
分析」があるのではないか。構造分析とは「家族や生活といったミクロな単位から積
み上げて対象自治体を構成する諸要素間の関係構造を社会学的に記述・説明しよう
とする研究者集団による、多面的な特定地方自治体分析のことである」（中澤 2007：
171）が、その成果は「日本の地域社会学にとって金字塔」だとされる（中澤 2007：
169）。その「『構造分析』は個人と機構をつなぐ媒介項……としての集団・階級に着
目してきた。しかし、この単位ではすくい取ることのできない現実が都市にあらわれ、
むしろその部分の方が無視できない量を占めるようになってきた」（中澤 2007：188）
という。このような背景があるとすれば、商店街を地域集団として扱う場合、それは
「自治体を構成する諸要素間の関係構造」を説明しようとするものであり、商店街の
み中心に扱うことにはならなかっただろう。
　なお、『日本都市社会学年報』では、先述の通り矢部（2000）、石原紀彦（2005）、倉
持（2005）、武岡（2011）、八木（2012）が商店街組合やまちづくり団体の活動を中
心として扱っている。武岡が依拠するのは、繁華街における都市病理・地域集団研究
の流れであり、矢部（2000）などの研究が依拠するのはまちづくりに関する研究の流
れである。
43 もちろん集団としての商店街に着目する事例でも、新たな担い手の登場に対する着
目は遍く見られる。だがそれはやはり特定の集団や利害関係の中での新たな動きに過
ぎず、社会や公共への広がりの実証という視点にはつながりにくい。旧来とは違う、新
たな主体に着目する議論でも、結局は利害関係や特定の担い手層への着目にとどまっ
てしまう。
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問題を、既存商業者や利害関係者の内部の問題として限定しかねない。そのた
め研究目的が、既存商店街を活性化させること、活性化活動を担う特定の集団
における成功要因を探ることに限られやすい。本稿の検討対象を離れるが、商
業学・流通論においてまちづくりが議論される場合には、商店街という用語が
意外なほど用いられず、小売業の外部性や商業集積という用語によって議論が
行われる。活性化の目的があくまで小売業・商業集積の機能自体であることが
強調され、特定・既存集団の活性化との区別が念頭にある（石原武政 2006；渡
辺 2014）44。
　特定の組織・集団の理解を目的にすることは、空間を対象にすることによっ
て登場主体を相対的に捉えて空間の価値を論じたり、消費者や住民の目線に
立って他の機関や空間との比較の中で商店街を相対的に捉えたりする視点の欠

4

如
4

と表裏一体である 45。
　たしかに、既存商店街の活性化方法や条件を問題とする場合（矢部　2000；石
原紀彦　2005；倉持　2005；八木　2012）には当然有効な視点であるし、商店街
の機能主体としての側面の研究として重要である（伊藤　2017）。これらは商業
学の研究とも共通性がありうるし、商店街の機能の研究から見ても当然重要で
ある。しかしながら、それはあくまでも機能主体内部の理解に限られる。商店
街が持つ住民や社会にとっての意味とは何か、という問いに答えるには不十分
であるし、住民や社会の変化が商店街にどのような変化をもたらすか、という
問いにも発展しづらい。実際に、矢部（2000）、石原紀彦（2005）、倉持（2005）、
八木（2012）、伊藤（2017）では、担い手以外の住民側への調査は行われてい
ない。商店街の機能への言及があり、それを根拠に活性化を主張する場合でも、

44 ただし、こうした議論も商店街の機能の受け手に着目する議論ではない。石原武政
（2006）は地域の小売業が（本稿でいう）社会的機能をもつ原理を理論立てようとし
た商業学上の重要な議論であるが、その機能を受ける地域の人々に対する着目は弱い。
45 集団を重視しながら、「商店会や町内会などの集団が、特定の地域における人々の
生き方何らかのかたちで枠づけている」ことを問題にする場合（玉野 2008：50）に
は、対象となるのはむしろ「人々の生き方」であるから、この批判には当たらない。問
題はあくまでも、調査研究の対象・目的を集団としての商店街としていることである。
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機能自体の固有性や程度への着目は見られない（矢部　2000：51；石原紀彦　
2005：144）46。この点で、山口（2014b）、小宮（2010）が他の学問に求めてい
た都市や地域社会のあり方についての議論とはなっていないだろう 47。
　こうした限界を別の角度から超えうる糸口も十分にある。八木（2012）は確
かに商店街組織への着目であるが、研究の対象は組織の中での個々の商業者が
もつ社会関係であった。そのため、顧客との「なじみの関係」「カテゴリー関
係」に言及がある。これは商業者と顧客の社会関係を顧客の視点から研究し、商
業者ではなく顧客にとっての「コミュニティ規範」を論じていく可能性につな
がる 48。石原紀彦（2005）も、商店街活性化活動が地域の子供を巻き込む取り
組みを評価し、その先に「温かい地域社会」の再生を期待している（石原紀彦　
2005：154）。だとすれば次は、研究対象を商店街の活動だけでなく地域の住民
の生活や社会的世界にもおくべきではないか。
　商業者・商店街組織の活動を主題とする研究から離れれば、地域比較や空間
に関連して商店街に言及する研究があり、そこで言及される商店街は相対化さ
れている（吉見　1987b；玉野　1996；三隅　2001；三田　2006、2013；若林　
2009；三浦倫平　2010；下村　2011；金 2012；任　2014など）。これらの議論は、
必ずしも商店街（組織）や活性化活動そのものを主題としているわけではない
ゆえに、商店街を特定の集団として捉える視点に縛られていないし、吟味なし
に既存商店街の活性化方法を主題とすることにもなっていない。
（3）再開発批判・郊外と中心市街地の対比の不足
　再開発や郊外に関する文脈では、都市再開発の批判的検討や、郊外と中心市
街地の比較の欠如が指摘されている。海外の研究においては、中心市街地の商

46 『流通研究』においても、地域・都市のあり方の問題とされているためか（先述）、商
店街活性化がなぜ必要なのかについて問うことは少ない。例えば畢（2002、2006）は
商店街活性化の条件を探ることを主題とする事例研究であるが、この点は問われてい
ない。
47 ただし、価値自由を強調する社会学に、そのような議論を求めることができるのか
という問題もある。
48 『流通研究』では、顧客や居住民との関係に関する議論（坂田 2001；横山 2006a、
2006b）があるが、こちらも商業者の側から見た顧客との関係である。
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店街の価値が、都市の再開発批判の視点、郊外と中心市街地を対照する視点か
ら主張されてきた（c.f. 原田　1997）。しかしながら、日本における研究ではこ
うした視点は必ずしも強調されてこなかったようである。都市開発の思潮につ
いて、原田（2007）は次のように批判する。

　アメリカでは、20世紀初頭から開発行為が近隣に与える外部性によって
既存の住宅等の資産価値が低下することを防ぐ、すなわち既存資産の保全
という観点からの開発規制がなされてきた。近年はそれにプラスして、広
域的な観点から規制を行おうというケースが増えている。ただ、もともと
根底にあるのは、私権（財産権）を擁護するために規制が必要であるという
思想である。こうした欧米の思潮と異なり、特に高度成長期以降のわが国
では、開発行為が近隣あるいは広く社会に及ぼす外部性ということよりも、
開発によって利益を得る権利、開発権のみが主張されてきたように思われ
る。そして、制度的にそれを保証したのが、先進諸国で例を見ない緩やか
な、より直載に言うなら、ないに等しい開発規制である。（原田　2007：82）

　郊外については、三隅（2001）が日本における郊外の都市社会学的研究の性
質について示唆する。郊外が村落との対比において論じられてきたことで、中
心市街地と郊外の対比という視点が欠けていたという指摘である。

　〔引用者注：1950年代以降の郊外研究や団地研究を〕欧米の研究と比較
してみるとき、二つのことを指摘できる。第一に都市化の影響については、
来住者層や団地において相対的に強いアーバニズムが観察されるものの、
それが郊外地域を包括的に貫徹する確証はないという経験的確認において、
欧米での確認と矛盾しない。しかし厳密には対応づけられない。というの
は、これが第二の点だが、郊外居住地を何と比較するかの視座が異なって
おり、欧米では中心都市との比較が、我が国では混住化のなかでの村落的
部分との比較が、それぞれ基本にあるためだ。（三隅　2001：10）
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　以上の議論は、日本の商業学・都市社会学において中心商店街の機能に着目
が集まらなかった背景としても理解することができる。都市の再開発は旧来の
中心市街地の変化を伴うし、言うまでもなく郊外は中心市街地と対になる地域
を指している。原田（2007）は、流通政策論として開発の権利主張が中心とな
り、その社会的影響への議論が欠けていたこと、三隅（2001）は古くから郊外
研究において、郊外と対比される地域が村落であったことを指摘している。三
浦倫平（2010）や任（2014）が、行政や企業による都市再開発の主張と中小商
店等旧市街との共生を求める住民運動の主張を対比的に検証し、三隅（2001）
や若林（2009）の郊外研究が、郊外を論じる中で対比的に地域の商店街・中心
商店街に言及することをふまえても、日本でも都市再開発や郊外開発の社会的
影響の検証、対になる旧来の中心商店街の機能の再検討を行う余地はあったは
ずである。しかし本稿で検討した三学会誌においては、都市再開発を旧来の商
店街との比較から検討する研究、郊外大型店と中心商店街の社会的機能を比較
して論じる研究は確かに限られ、特に後者についての実証的な研究は見つけら
れなかった。二つの指摘の適切さには検討の余地もあるが、本稿の対象範囲で
は当てはまる内容であった。こうした理論的な背景が、他の限界、特に第一に
指摘した機能の固有性・程度の検討不足の遠因にもなっているであろう。

4-4　公共政策との関連

　上記の 3つの限界は、公共政策の「問題の流れ」への示唆という観点からも
重要である。問題の流れの一つは、社会的利益の大小に対する指標や評価の変
化であった（Kingdon　2011=2017）。社会的な利益のため、商店街を振興する
目標をとるのか、それ以外の目標をとるのか、その判断は相対的な観点からな
される。学術研究と政策の関係としては、このプロセスへの貢献が重要である。
社会的利益の比較の中での問題化に対して、これまでの商店街研究は、十分貢
献してきたのであろうか。本稿における検討の結果からは、不十分であったと
いえるのではないか。
　この点についての加藤（2014）の指摘は重要である。前述した「公共的性格

4 4 4 4 4
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はもはや商店街の専売特許ではなくなっている
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ことは留意されるべきである」
（強調は引用者）という指摘や、旧来の流通政策の「一つの解釈は、伝統的に地
域コミュニティの核や担い手としての機能を地域の中小小売商業者が担ってき
たという歴史的事実があり、それを地域住民、研究者、政策担当者も認識して
いるというものである。だとすれば、それは地域商業の社会的、文化的機能に
対する一般的理解や期待を反映した振興政策といえるが、果たしてそうなので
あろうか」という指摘である。加藤が述べるように、商店街の「公共的性格」
や「社会的・文化的機能」は、その機能が正面から認められてきたというより
は、政治的配慮としての中小小売商業支援の単なる口実

4 4 4 4 4

、であったという可能
性すらある（加藤　2014：94-95）。この指摘に対する実証的な検証作業は公共
政策上でも重要な課題である。従来の研究が暗黙の前提としてきた「商店街の
社会的機能」について、もう一度問い直すべきではないか。

今後の課題

　以上が本稿のレビューであるが、今後の課題について触れておかねばならな
い。本稿では、社会的機能の積極的な定義を検討しておらず、先行研究での機
能への言及の内容については十分検討していない。社会的機能の内容の検討や
実証は、筆者の課題として残されている。近年では商店街の経済的機能と社会
的機能を切り離して政策を論じることへの批判も見られ（渡辺 2014；満園
2015）、政策論としても本稿の議論のみでは片手落ちであることは留意が必要
である。
　さらに、商店街や中小小売商業という用語に限定してレビューを行ったこと
も、限界を孕んでいる。商店街の上位概念に対する検討を行っていないため、重
要な理論的背景を見落としている恐れがある。とくに、地域経済や自営業に関
する議論に触れていないことは課題である。
　また、検討対象が 3つの学会誌のみであったことも課題である。重要な文献
についての検討が欠け、学説・理論的な背景の検討も十分でなく、海外の研究
との比較も十分でない。とくに、都市論 49、土木・建築・都市計画、広義の流
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通論、地理学における議論、公共空間に関する議論についてはほとんど触れら
れていない。
　最後に、本稿では商店街などの用語に絞って研究対象を限定したため、先行
研究の限界を超えるための具体的指針について、住民生活という観点からの踏
み込んだ検討はできなかった。例えば商店街が交流の場として機能していると
して、他の商業集積や地域との比較、住民の受け取り方を研究するにはどのよ
うな理論や調査が必要であるのか。この点については商店街に関する研究をレ
ビューするだけでは不十分であり、より広くコミュニティ、公共空間、ソーシャ
ル・キャピタル、生活構造、社会的世界や社会心理に関する研究に視野を拡大
する必要があると考える。
　それでも、先行研究を眺めれば、商店街には実に多くの社会的機能が指摘さ
れている。なぜこの時代に衰退の一途をたどる商店街に着目するのか、公共性
はどこにあるのか。解答の方針と足がかりくらいは引き出せたのではないか。
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市論のルーツの一つはジェイコブズの議論であり、都市の小売業とソーシャル・キャ
ピタルの関係を最初期に指摘したのもジェイコブズである（Florida 2002=2008：
347；Jacobs 1961=2010）。にもかかわらず、対象範囲の論文では引用されることが
ほとんどなかった。このあたりの事情の学説史的検討については、記して今後の課題
としたい。
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